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   賞揚金の取扱いについて（通達） 

 

 賞揚金に関する訓令（昭和44年警察庁訓令第５号）に基づく取扱いについては、「賞

揚金の取扱いについて」（昭和45年３月６日広監第77号）により運用しているところで

あるが、この度、所要の見直しを行い、令和６年７月１日から次のとおり取り扱うこと

としたので、賞揚金の趣旨を部下職員に周知させるとともに、適切に運用されたい。 

 

１ 制度の趣旨 

  賞揚金については、職員の生命又は身体に危険が及ぶおそれのある状況の下で当該

職員がその職務を遂行した場合において、警察庁長官が、当該職務遂行における多大

の労苦をねぎらい、かつ、当該職員を賞揚する必要があると認めるときに、当該職員

に対し、賞揚金を授与し、もって警察職員の士気の高揚を図るものである。 

 

２ 賞揚金の授与の基準 

前１の職員の生命又は身体に危険が及ぶおそれのある状況は、次のとおりである。 

  ⑴ 犯人を逮捕・制圧しようとする場合で、当該犯人が拳銃、刃物その他の凶器（用

法上の凶器を含む。）を人に向けて使用しているとき又は使用する高度のおそれの

あるとき。 

    ⑵ 犯人を逮捕・制圧しようとする場合で、当該犯人が拳銃、刃物その他の凶器を把

持しているとき。 

  ⑶ 遭難現場、火災・水難現場、治安・雑踏・災害警備現場等において、職務を遂行

すれば受傷するおそれがあると認められるとき。 

  ⑷ 上記に掲げるもののほか、客観的な状況から判断して、職務を遂行すれば受傷す

るおそれがあると認められるとき。 

 

 ３ 事務手続き 

⑴ 発生報告 

所属長は、前２の賞揚金の授与の基準に該当する事案（以下「賞揚金授与事案」

という。）が発生した場合は、別記様式第１号の賞揚金授与事案発生報告書により、

当該事案を主管する警察本部の課長（以下「主管課長」という。）及び監察官室長




